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◎　一般会計・特別会計 （単位：千円）

◎　企業会計 （単位：千円）

① 国民健康保険特別会計 4,837,929 103,392 4,941,321

後期高齢者医療特別会計

会 計 区 分 補 正 前 の 額 補 正 額 合 計

10,174

３ 下水道事業会計

626,928616,754

備 考

１ 水道事業会計 416,441 △ 120

１ 一般会計

２ 特別会計 5,454,683

416,321

２ 病院事業会計

②

補 正 前 の 額 補 正 額 合 計 備 考

22,201,112 164,596 22,365,708

1,386,436

113,566 5,568,249

1,387,061 △ 625

3,645,148 3,172 3,648,320

令和４年度　小城市一般会計・特別会計・企業会計補正予算総括表

会 計 区 分
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議案第48号　小城市一般会計補正予算（第６号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

8.5環 境 性 能 割 交 付 金 13,116 13,116 0.1 土 木 費 1,876,885 14,616 1,891,501

22,365,708

5.0

100.0

地 方 交 付 税 7,145,750 △ 266,406

合 計 22,201,112

1,364,673 6.1

諸 収 入 366,445 16,587

164,596 164,596

383,032

市 債 △ 9,500 1,123,400

合　　　　　計

1,132,900

22,365,708

0.9

22,201,112100.0

1.7

242,432 0 242,432

30,000

3.9

10.0

10,095 47,775 0.2 消 防 費 869,555 7,991

1 1

877,546

1.1

10.4

6,879,344 30.8 教 育 費 2,237,452 △ 2,075 2,235,377

9,180 0.0

0.0

0.130,000

3.5繰 入 金 242,052 779,142

1,364,500

537,090

寄 附 金 173

使 用 料 及 び 手 数 料 161,939 12 161,951 0.7

国 庫 支 出 金 3,746,338

諸 支 出 金

193,452繰 越 金 100,000 93,452

1,900,619 8.5県 支 出 金 1,878,111 22,508

財 産 収 入 33,023 0 33,023 0.1

分 担 金 及 び 負 担 金 117,774 310 118,084 0.5 公 債 費 2,357,010 △ 31,128 2,325,882

8,500 8,500 0.0 災 害 復 旧 費

55,313 3,801,651 17.0 予 備 費

5.0

地 方 消 費 税 交 付 金 945,946 945,946 4.2 商 工 費 414,228 68,164 482,392 2.2

法 人 事 業 税 交 付 金 36,107 36,107 0.2 農林水産業費 1,098,192 20,730 1,118,922

35.5

地 方 譲 与 税 157,060 157,060 0.7 総 務 費 2,509,853

11.3

利 子 割 交 付 金 4,265 4,265 0.0 民 生 費 7,834,061 99,391 7,933,452

△ 20,592 2,489,261 11.1

配 当 割 交 付 金

37,680

令和４年度　第６号補正後予算総額　　22,365,708千円

市 税 4,377,919

14,598 14,598 0.1 衛 生 費 2,517,085 8,737 2,525,822

株式等譲渡所得割交付金 22,051 22,051 0.1 労 働 費 9,180

地 方 特 例 交 付 金

交通安全対策特別交付金

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

歳 出

補 正 額

0.9

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1億6,459万6千円を追加し、補正後の予算の総額を歳入
歳出それぞれ223億6,570万8千円とするものです。
　歳入の主なものは、各種事業に伴う国・県支出金等の増額や、額の確定等による地方特例交付
金、地方交付税及び繰越金を計上するほか、財源調整のため財政調整基金繰入金を計上するもので
す。
　歳出の主な内容は、「消防施設・設備整備事業」、「(仮称）小城フットボールセンター整備事
業」、「三日月保健福祉センター管理運営事業」、「農業用ため池災害防止事業」、「社会資本整
備総合交付金事業(新設改良)」、「移住・定住対策事業」等の増額、また新型コロナウイルス感染
症対策として「生活困窮者対策事業」、「燃油・原材料等高騰対策支援事業」等の追加及び増額の
ほか、人事異動等に伴う職員人件費の補正を計上するものです。

4,377,919 19.6 議 会 費 205,178 △ 1,238 203,940

歳 入

補 正 前款 別
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議案第49号　小城市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1億339万2千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ49億4,132万1千円とするものです。

　歳入の主な内容は、前年度決算額の確定に伴う繰越金の増額等を計上するものです。

　歳出の主な内容は、県支出金の精算による返還金及び基金積立金の増額等を計上するものです。

39,095

令和４年度　第１号補正後予算総額　　4,941,321千円

国 庫 支 出 金 1 0 1 0.0

103,189 103,190

60,38879 0.0

395 328,061

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前

0.8

合 計 4,837,929 103,392 4,941,321 100.0 合　　　　　計 4,837,929 103,392 4,941,321 100.0

42,879 52,381

0.0

繰 越 金

1

1

公 債 費 1 0

諸 支 出 金 9,502

繰 入 金 6.6

諸 収 入 4,530 0 4,530 0.1 予 備 費 1,000

3,586,003 72.6

60,310

1.1

財 産 収 入 79 0

2.1

基 金 積 立 金 78

県 支 出 金 3,585,545 458 保 健 事 業 費 39,095 0

1.2

327,666

0.5

使 用 料 及 び 手 数 料 500 0 500 0.0 保 険 給 付 費 3,495,895 0 3,495,895 70.7

国 民 健 康 保 険 税 919,607 △ 650 918,957 18.6 総 務 費 22,616 203 22,819

補 正 額 合 計 構成比

25.7
国民健康保険
事業費納付金

1,269,742 0 1,269,742

0 1,000 0.0
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議案第50号　小城市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

繰 越 金 1 10,481 10,482 1.7 予 備 費 200 0.0

71.2 総 務 費 1,612 0 1,612

合　　　　　計 616,754 10,174 626,928 100.0 合　　　　　計 616,754 10,174 626,928 100.0

諸 収 入 703 0 703 0.1 0 0

200 0

繰 入 金 169,611 △ 307 169,304 27.0 諸 支 出 金 650 0 650

合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額 合 計

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,017万4千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ6億2,692万8千円とするものです。

　歳入の主な内容は、前年度決算額の確定に伴う繰越金の増額等を計上するものです。

　歳出の主な内容は、後期高齢者医療広域連合納付金の増額を計上するものです。

0.1

0.3

使 用 料 及 び 手 数 料 70 0 70 0.0
後期高齢者医療
広域連合納付金 614,292 10,174 624,466 99.6

後期高齢者医療保険料 446,369 0 446,369

構成比

歳 入

令和４年度　第１号補正後予算総額　　626,928千円

歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額
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議案第51号　小城市水道事業会計補正予算（第１号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

構成比

◇水道事業収益 317,209 △ 120 317,089 100.0 ◇資本的収入 13,789 13,789

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計

令和４年度　第１号補正後予算規模　416,321千円

　収益的収支について、総額からそれぞれ12万円を減額し、総額を3億1,708万9千円とするもの

です。

　収益的収支の補正の主な内容は、収入では人事異動に伴う一般会計補助金の減額を計上し、支

出では人事異動に伴う営業費用の減額、特別損失の増額及び収支の調整のための予備費の増額を

計上するものです。

　営業収益 303,911 303,911 95.8 出資金 1,583 1,583

　営業外収益 13,297 △ 120 13,177 4.2 負担金 12,206 12,206

　特別利益 1 1 0.0

◇水道事業費用 317,209 △ 120 317,089 100.0 ◇資本的支出 99,232 99,232

　営業費用 293,069 △ 10,915 282,154 89.0 　建設改良費 46,108 46,108

　営業外費用 16,113 20 16,133 5.1
　企業債償還
  金

53,124 53,124

　特別損失 1 222 223 0.1

　予備費 8,026 10,553 18,579 5.8

0 差 引 △ 85,443 0 △ 85,443差 引 0 0

53.5

100.0

46.5

88.5

100.0

11.5
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議案第52号　小城市病院事業会計補正予算（第１号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　収益的収支では、医業収益を1億3,899万3千円、医業費用を4,184万円それぞれ減額し、医業外収

益を1億2,964万5千円増額し、補正後の収益的収入の総額を13億3,447万円、収益的支出の総額を13

億197万8千円とするものです。収益的収支の補正の主な内容は、収入では入院及び外来患者減少に

伴う減額、佐賀県新型コロナウイルス感染症対応医療提供体制強化緊急補助金の増額、支出では、

人事異動等による給与費及び建物等の老朽化保全のための経費を計上するものです。

　資本的収支では、建設改良費を872万3千円増額し、資本的支出総額を5,196万6千円とするもので

す。補正の内容は、超音波画像診断装置等を購入するものです。

令和４年度　第１号補正後予算規模　1,386,436千円

差 引 0 32,492 32,492 差 引 △ 22,697 △ 5,815 △ 28,512

　医業外費用 7,398 7,398 0.6 　企業債償還金 19,394 19,394

　予備費 1,000 1,000 0.1 　予備費 1,000 1,000

100.0

　医業費用 1,335,420 △ 41,840 1,293,580 99.3 　建設改良費 22,849 8,723 31,572 60.8

◇病院事業費用 1,343,818 △ 41,840 1,301,978 100.0 ◇資本的支出 43,243 8,723 51,966

　出資金 7,616 2,908 10,524

　医業外収益 142,793 129,645 272,438 20.4 　補助金 1 1

100.0

　医業収益 1,201,025 △ 138,993 1,062,032 79.6 　負担金 12,929 12,929 55.1

◇病院事業収益 1,343,818 △ 9,348 1,334,470

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比

100.0 ◇資本的収入 20,546 2,908 23,454

0.0

44.9

37.3

1.9
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議案第53号　小城市下水道事業会計補正予算（第１号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

　予備費 10,000 10,000

61.0

　営業外費用 200,748 △ 699 200,049 12.5
　企業債償還
  金

685,903 321 686,224 39.0

0.6

差 引 275,035 11,983 287,018 差 引 △ 769,413 38,129 △ 731,284

　特別損失 521 521 0.0

　営業費用 1,409,807 △ 19,187 1,390,620 86.9 　建設改良費

◇下水道事業費用 1,621,076 △ 19,886 1,601,190 100.0 ◇資本的支出 100.0

　負担金等 25,549 9,466 35,015 3.4

1,063,134 10,754 1,073,888

1,598,846 △ 7,903 1,590,943 84.3

1,749,037 11,075 1,760,112

　他会計補助
金

131,815 20,000

1,888,208 100.0

　企業債 450,100 12,400 462,500

2.5　県補助金 26,000 0 26,000

353,498 34.4　国庫補助金 346,160 7,338

44.9

14.8151,815　営業外収益

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支

事 項 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 事 項

100.0

　営業収益 297,265

構成比

令和４年度　第１号補正後予算規模　3,648,320千円

　収益的収支について、下水道事業収益を790万3千円減額し18億8,820万8千円、下水道事業費用

を1,988万6千円減額し、16億119万円とするものです。

　収益的収支の補正の主な内容は、収入では他会計補助金を減額し、支出では機器類の更新工事

を繰越したことに伴い、固定資産減価償却費を減額するものです。

　資本的収支の補正の主な内容は、市営浄化槽設置基数の増に伴う企業債、国庫補助金、受益者

分担金及び浄化槽設置工事費の増額等により資本的収入を10億2,882万8千円、資本的支出を17億

6,011万2千円とするものです。

補 正 前 補 正 額 合 計

◇資本的収入 979,624 49,204 1,028,828

297,265 15.7

◇下水道事業収益 1,896,111 △ 7,903
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頁 事　業　名 補正事業費：千円

防災対策課 9 消防施設・設備整備事業 7,980

総合戦略課 10 （仮称）小城フットボールセンター整備事業 2,697

11 生活困窮者対策事業 5,582

12 子ども家庭総合支援拠点事業 165

健康増進課 13 三日月保健福祉センター管理運営事業 5,201

農村整備課 14 農業用ため池災害防止事業 8,531

商工観光課 15 （新規）燃油・原材料等高騰対策支援事業 65,642

建設課 16 社会資本整備総合交付金事業（新設改良） 7,300

定住推進課 17 移住・定住対策事業 3,209

　令和４年度小城市一般会計補正予算（第６号）　主な事業一覧　

 ・ 令和４年度小城市一般会計補正予算（第６号）　新型コロナウイルス感染症対策事業一覧

所　　属

総務部

建設部

福祉部

産業部

社会福祉課
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 総務部　防災対策課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 消防施設・設備整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠 消防組織法、消防力の整備指針、消防団の装備の基準、消防水利の基準

事業期間
平成17

危機管理対策の充実
一般 9 1 3 1156

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　災害から市民の生命、身体、財産を守るため、災害時に備えて消防施設及び消防設備を整備・確保する。

【内容】
　・消防施設(防火水槽、消火栓、消防格納庫等)の整備・確保
　・消防設備(小型動力ポンプ、消防積載車)の更新
　・石油貯蔵施設立地対策等交付金事業(防火衣)の整備

　各町ごとに消防団の拠点となる格納庫を整備する。
　令和4年度　芦刈町拠点格納庫整備

【事業費の負担割合】
　石油貯蔵施設立地対策等交付金事業対象分　県 定額

【補正内容】
　芦刈町拠点格納庫整備に係る建築資材の高騰による工事請負費の増

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

75,800 75,800 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 392 402 402 402 402 402

国庫支出金

その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

7,340 7,340 7,340 一般財源

県支出金

83,542 83,542 事業費計 0事　業　費 19,243 19,948 82,542 83,542

財
源
内
訳

一般財源 5,751 4,546 6,340

その他

地方債 13,100 15,000 75,800 75,800

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費 合　　計

7,980 7,980

7,900 80 7,980

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 総務部　総合戦略課 施策名 2
生涯学習・生涯スポーツの
充実

新規事業 既存事業

予算事業名 (仮称）小城フットボールセンター整備事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠 第2期まち・ひと・しごと創生小城市総合戦略、まち・ひと・しごと創生法

事業期間
令和2 令和4

生涯学習・生涯スポーツの
環境の充実一般 2 1 6 1434

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金 480,858

266,612

地方債 10,400 84,300 716,600 地方債 811,300

県支出金

97,000

国庫支出金 11,000 94,448 375,410

その他

県支出金

一般財源 600 107,205 214,919

令和4年度事業費は、令和3年度からの繰越額1,401,232千円を含む。

一般財源

その他 169,612

2,697

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

322,724

事　業　費 22,000 455,565 1,403,929 0 0 0 事業費計 1,881,494

財
源
内
訳

2,697

【補正内容】
　・開発行為変更許可申請及びJFAロングパイル人工芝ピッチ公認に伴う手数料

【目的】
  牛津保健福祉センター及び牛津総合公園の周辺を再整備することで、エリア全体の価値向上と機能強化を図
り、地域活性化を推進する健康・スポーツの拠点づくりを行う。

【内容】
  牛津保健福祉センターの隣接地に人工芝2面のフットボールセンター及び駐車場等を整備する。
　
　令和2年度　測量業務委託
　　　　　　 設計業務委託
　　　　　　 地質調査及び解析業務委託
　令和3年度　(令和2年度繰越)測量業務委託、設計業務委託、地質調査及び解析業務委託
　　　　　　 整備予定地用地取得
　　　　　　 設計支援業務委託
　　　　　　 整備予定地造成工事
　　　　　　 工事監理業務委託
　令和4年度　(令和3年度繰越)
             整備予定地造成工事、工事監理業務委託
             グラウンド整備工事
　　　　　　 付帯施設工事
　　　　　　 調整池兼駐車場新設工事
　　　　　　 更衣室新設工事
　　　　　　 工事監理業務委託

【事業費の負担割合】
  国 1/2  市 1/2（用地取得費等除く）

合　　計

2,697 2,697

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

みんなでささえあうやさし
いまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 地域福祉の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 生活困窮者対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 5

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠
生活困窮者自立支援法、小城市新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化事業補助金交付
要綱（予定）

事業期間
平成27

地域福祉の情報提供と相談
支援体制の充実一般 3 1 1 1026

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

【目的】
　生活保護に至る前の自立支援策として、生活困窮者に対し、自立に向けた包括的な支援を提供できる体制を整備すること
により、生活困窮者支援の充実を図る。

【内容】
　生活困窮者に対し、自立相談、家計改善及び就労準備等の支援並びに住居確保給付金の支給を行う。

　・自立相談支援事業の委託
　・住居確保給付金の支給

　令和4年度～
　・家計改善支援事業の委託
　・就労準備支援事業の委託

【事業費の負担割合】
　自立相談支援事業　　　　国 3/4 市 1/4
　住居確保給付金支給事業　国 3/4 市 1/4
　家計改善支援事業　　　　国 2/3 市 1/3
　就労準備支援事業　　　　国 2/3 市 1/3

【補正内容】
　・コロナ禍における生活困窮者の自立支援に必要な機能強化事業に取り組む団体に対し、小城市新型コロナウイルス感染
　症セーフティネット強化事業補助金（仮称）を交付する。
　　①生活困窮者自立支援の機能強化
   　 対 象 者　　：小城市生活自立支援センター（小城市社会福祉協議会）
   　 補助対象経費：生活困窮者自立支援の機能強化事業の実施に係る経費
　　　補助金額　　：1件22万9千円
　　②地域のNPO法人等に対する活動支援
　　　対 象 者　　：地域の生活困窮者支援に取組む民間団体等
　　　補助対象経費：生活困窮者の支援ニーズの高まりに対応した活動に係る経費
　　　補助金額　　：1団体当たり50万円を上限とする
　・過年度生活困窮者自立支援事業費等国庫負担金返還金の増

【事業費の負担割合】
　①国 1/4(新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 10/10)　県 3/4
　②県 10/10

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 4,851

国庫支出金 9,651 8,714 15,724

その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

15,666 15,666

6,258 6,258 6,258 一般財源

県支出金

21,924 21,924 事業費計 0事　業　費 13,271 15,171 27,506 21,924

財
源
内
訳

15,666

一般財源 3,620 6,457 6,931

その他

地方債

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

需用費 役務費
負担金、補助
及び交付金

償還金、利子
及び割引料

合　　計

15 5 4,889 673 5,582

4,851 673 5,582

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

58
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

子どもが自分らしく笑顔で
育っていけるまち

担当部課 福祉部　社会福祉課 施策名 1 子育て支援の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 子ども家庭総合支援拠点事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 6

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1

法令根拠
児童福祉法、市区町村子ども家庭総合支援拠点設置運営要綱、小城市子ども家庭総合支援拠点事
業実施要綱

事業期間
平成27

子育ての相談・支援体制の
充実一般 3 2 1 1190

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

【補正内容】
　子ども家庭支援員（家庭相談員）の報酬（時間外手当）の増及び社会保険料率の変更に伴う共済費の増

【目的】
　すべての子どもとその家庭及び妊産婦等の福祉に関し、必要な支援を行うことにより、子育て支援の強化を図
る。

【内容】
　すべての子どもとその家庭及び妊産婦等の福祉に関し、実情の把握、情報の提供、相談、調査、指導、関係機
関との連絡調整その他の必要な支援を行うため、小城市子ども家庭総合支援拠点を設置する。

　主な業務：①子どもとその家庭及び妊産婦等の支援全般
　　　　　　②要支援児童、要保護児童、特定妊婦等の把握及び支援
　　　　　　③②の支援を行うための関係機関との連絡調整
　対象者　：すべての子どもとその家庭及び妊産婦等
　設置場所：社会福祉課内

【事業費の負担割合】
　国 1/2　市 1/2

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 64

国庫支出金 64 2,465

その他13 13

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

1,407 1,407

3,873 3,907 3,907 一般財源

県支出金

5,327 5,327 事業費計 0事　業　費 4,104 4,660 7,398 5,292

財
源
内
訳

1,407

一般財源 3,966 4,648 4,910

その他 10 12 23 12

地方債

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

報酬 共済費 合　　計

159 6 165

6 113 165

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

46
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

法令根拠 健康増進法、地域保健法

新規事業 既存事業

予算事業名 三日月保健福祉センター管理運営事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 4
みんなが健やかで生きがい
を感じるまち

担当部課 福祉部　健康増進課 施策名 1
健康づくりと保健・医療の
充実

2,509

事業期間
平成17

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 1 適切な健康づくりの推進
一般 3 1 7 556

財
源
内
訳

国庫支出金

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
  三日月保健福祉センターを市民が安心・安全に利用できるよう維持管理を行うことにより、市民の健康づくり
と市民相互の交流を推進し、保健福祉の増進の場を提供する。

【内容】
　指定管理者による施設の運営及び維持管理を行う。

【補正内容】
　耐用年数を超えた共用部分の空調機及び中央監視システムを更新する。

　令和4年度　設計監督員支援業務委託、設計業務委託

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

地方債 3,800 111,000

その他215 215

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）

68,864

地方債

事業費計 0

一般財源

県支出金

一般財源 52,300 63,360 75,567

その他 204 214 215

68,842事　業　費 52,504 66,083 79,582 187,361

財
源
内
訳

76,146 68,649 68,627

215

国庫支出金

県支出金

合　　計

5,201

委託料

5,201

3,800 1,401 5,201

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

合　　計令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
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□ ☑

□  単年度のみ □単年度繰返 ☑  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

ひとりひとりの力を合わせて防
犯・防災安心して暮らせるまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 1 防災・減災体制の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 農業用ため池災害防止事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 10

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠
農業用ため池の管理及び保全に関する法律、防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関
する特別措置法

事業期間
令和4 令和6

危機管理対策の充実
一般 6 1 11 1477

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　農業用ため池として活用されていないため池を廃止することにより、ため池の決壊による水害等の災害発生を
未然に防止し、市民の生命及び財産の保護を図る。

【内容】
　補助事業を活用し、農業用ため池の廃止及び防災に必要な整備を行う。

　令和4年度　平原第2ため池の廃止　実施設計業務委託
　令和5年度　平原第2ため池の廃止　堤体開削・排水路整備工事
　　　　　　 寺浦第3ため池の廃止　実施設計業務委託
　令和6年度　寺浦第3ため池の廃止　堤体開削・排水路整備工事

【事業費の負担割合】
　県(国) 10/10（1箇所当たり上限額30,000千円）
　※補助金は、国庫補助金を含むが県を経由して県補助金として支出されるため、県支出金として計上

【補正内容】
　・国の予算配分の増加により、平原第2ため池の廃止に伴う工事請負費の前倒しによる増
　・平原第2ため池の廃止に伴う実施設計業務委託料の減
　・平原第2ため池の廃止に伴う工事請負費の増による土地改良事業団体連合会特別賦課金の増

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 12,000 3,500 6,500

国庫支出金

その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

50 1,000 一般財源

県支出金 22,000

2,109

7,500 0 事業費計 24,109事　業　費 0 0 13,059 3,550

財
源
内
訳

一般財源 1,059

その他

地方債

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

委託料 工事請負費
負担金、補助
及び交付金

合　　計

△ 1,000 9,500 31 8,531

7,500 1,031 8,531

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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☑ □

☑  単年度のみ □単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

合　　計

46,832 18,810 65,642

令和4年度
予算事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

合　　計

一般財源

その他

65,642

令和4年度
予算事業費

の内訳
（単位：千円）

役務費

事　業　費 0 0 65,642 0 0 0 事業費計 0

財
源
内
訳

42 65,600

一般財源 18,810

負担金、補助
及び交付金

国庫支出金 46,832

（計画) （計画)

その他

県支出金

地方債 地方債

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　コロナ禍における燃油・原材料等の価格高騰の影響により増加する事業に係る支出の軽減を図るため、市内の
中小事業者の事業継続を支援することにより、商工業の振興を図る。

【内容】
　小城市内の中小事業者に対し支援金を支給する。

　対象事業者：県事業支援金等の交付決定を受けた市内事業者
　支給額　　：個人事業者6万円、法人8万円
　申請期間　：令和4年10月1日から令和5年3月31日まで
　申請方法　：市ホームページから申請書をダウンロードし、郵送又は窓口へ提出する。

【事業費の負担割合】
　国（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 10/10

　

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画)

法令根拠 小城市燃油・原材料等高騰対策支援金交付要綱（予定）

事業期間

関係団体と連携した経営の
支援一般 7 1 2 1492

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

地域の資源を活かし企業も
市民も元気なまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 3 商工業の振興

新規事業 既存事業

予算事業名 （新規）燃油・原材料等高騰対策支援事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 7
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□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

※

安全にみんなが行き交うま
ち

担当部課 建設部　建設課 施策名 1 道路の保全と交通網の充実

新規事業 既存事業

予算事業名 社会資本整備総合交付金事業（新設改良）
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 2

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 2

法令根拠 道路法、道路構造令、小城市市道の構造の技術的基準を定める条例

事業期間
平成25

利便性の高い道路の整備
一般 8 2 3 976

事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　道路改良工事により一般車両、歩行者等の安全性と利便性を確保する。

【内容】
　社会資本整備総合交付金を活用し、市道の整備を行う。

　・小城公園・本告線道路改良事業　≪実施期間:平成31年度～令和5年度≫
　　施工延長L=約90m　片側歩道(W=3.0m)の整備
　　　平成31年度　測量・設計・積算、補償調査
　　　令和2年度　 用地買収(登記)、建物等補償
　　　令和3年度　 歩道設置工事
　　　令和4年度　 用地買収(登記)、歩道設置工事（県道取付け部）
　　　令和5年度　 道路台帳修正

　・本告・杉町線歩道設置事業　≪実施期間:令和2年度～令和8年度≫
　　施工延長L=500m　片側歩道(W=2.0m)の整備
　　　令和2年度　現地測量
　　　令和3年度　詳細設計
　　　令和4年度　用地測量
　　　令和5年度　用地買収(登記)
　　　令和6年度～令和7年度　歩道設置工事
　　　令和8年度　道路台帳修正

　令和4年度(令和3年度繰越)
　・大井手・平原線安全施設整備工事　L=600m
　・西小路・平原線他2路線(砂田踏切周辺)安全施設整備工事　L=500m

【事業費の負担割合】
　令和4年度　国 56.65％　市 43.35％
　※割合は補助率50％を基本として毎年度変動

　【補正内容】
　　交通安全対策補助金(通学路緊急対策)の交付決定に伴う工事請負費の増
　　・黒原・西小路線安全施設整備工事　L=695ｍ
　　・大井手・平原線カラー舗装設置工事(追加工事)　L=50ｍ

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

20,300 20,300 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

国庫支出金 37,162 16,703 19,346

その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

28,600 28,600

1,100 1,100 1,100 一般財源

県支出金

50,000 50,000 事業費計 0事　業　費 62,956 31,144 38,137 50,000

財
源
内
訳

28,600

一般財源 1,994 1,241 6,891

その他

地方債 23,800 13,200 11,900 20,300

令和4年度事業費は、令和3年度からの繰越額15,672千円を含む。

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

工事請負費 合　　計

7,300 7,300

3,100 169 7,300

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計

4,031

- 16 -



□ ☑

□  単年度のみ ☑単年度繰返 □  期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

住みたい！と思う笑顔が集
まるキレイなまち

担当部課 建設部　定住推進課 施策名 1
計画的な土地利用の推進と
効率的な都市づくり

新規事業 既存事業

予算事業名 移住・定住対策事業
第
二
次

　
総
合
計
画
体
系

政策名 1

予算科目
会計 款 項 目 事業

基本事業名 3

法令根拠
小城市地域おこし協力隊員設置要綱､小城市地域おこし協力隊住宅家賃補助金交付要綱､小城市空き家改修費助成事業補助
金交付要綱、小城市地方創生移住支援事業における移住支援金交付要綱、小城市過疎地域住宅取得奨励金交付要綱、小城
市過疎地域空き家改修費助成事業補助金交付要綱、小城市さが暮らしスタート支援事業補助金交付要綱（予定）

事業期間
平成28

良質な住環境形成の推進
一般 8 5 1 1051

事業の概要（目的、内容等）

事業費の推移
（単位：千円）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

【目的】
　定住人口の確保と地域の活性化を図るため､子育て世代等の定住を促進する｡

【内容】
　・移住・定住希望者からの相談対応、移住・定住に関する情報発信、PR活動の充実
  ・空き家バンクの運営及び登録の推進による移住･定住の受け皿の確保
  ・地域おこし協力隊による移住･定住及び空き家に関する相談対応の充実･拡充
  ・空き家改修費助成事業補助金の交付
　・地方創生移住支援事業費補助金の交付
　・過疎地域定住促進住宅取得奨励金の交付

　令和4年度～
　・過疎地域定住促進住宅取得奨励金の交付
　　対象者　:芦刈町内において自己名義の住宅を所有せず、取得する者
　　補助金額:定額30万円、子育て世帯加算上限30万円、三世代加算10万円、市内業者施工加算10万円、居住誘導区域加算10万円、
　　　　　　 空き家土地購入加算30万円(上限額120万円)
　・過疎地域の空き家改修費助成事業補助金の拡充
　　対象者  :空き家バンク制度に登録された芦刈地区の空き家を購入した者、賃貸した者又は賃借した者
　　補助金額:改修工事に要する額(限度額150万円)

【事業費の負担割合】
　空き家改修費助成事業補助金　　  市 1/2　事業者 1/2
　地方創生移住支援事業費補助金　  県 3/4（国1/2）　市 1/4
　過疎地域定住促進住宅取得奨励金　国 45%  市 55%

【補正内容】
　・さが暮らしスタート支援事業補助金の交付
　　対象者　：佐賀県外から小城市内に移住する転入時の年齢が49歳以下の者で、「就職等の地域の担い手要件」を満たすもの。
 　　　　　　 ただし、国の移住支援事業の対象となるものを除く。
　　補助金額：単身の場合　60万円
　　　　　　　世帯の場合　100万円

【事業費の負担割合】
　県 3/4　市 1/4

9,700 9,700 地方債

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金 3,375 3,375 3,375

国庫支出金 4,050

その他

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
（単位：千円）(決算) （決算） （計画) （計画) （計画) （計画)

4,050 4,050

8,002 5,840 4,715 一般財源

県支出金

22,965 18,465 事業費計 0事　業　費 1,766 5,635 25,136 25,136

財
源
内
訳

4,050

一般財源 1,766 5,628 8,002

その他 7 9 9

地方債 9,700 9,700

令和4年度
補正事業費

の内訳
（単位：千円）

共済費
負担金、補助
及び交付金

合　　計

9 3,200 3,209

2,400 2 807 3,209

令和4年度
補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 合　　計
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令和４年度小城市一般会計補正予算(第６号)　新型コロナウイルス感染症対策事業一覧

№ 予算事業名 担当部課 款 項 目
補正額
(千円)

うち右内容
補正額
(千円)

内　　　　　　　　　容

1 入札契約事務
総務部
財政課

2 1 1 528 528
新型コロナウイルス感染症対策とし
て、非接触の契約事務を行うため、電
子契約システムを導入する。

2
国民健康保険特別会
計繰出金

市民部
国保年金課

3 1 5 395 390

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、主たる生計維持者の収入の減少が
見込まれる世帯等に対し実施した国民
健康保険税の減免に要する費用の一部
を、国民健康保険特別会計に繰出しす
る。
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